
様式１

頑張る地方応援プログラム

都道府県名 熊　本　県 市町村名

プロジェクト名
新規・継続の

区分
継続

プロジェクトの
期間

平成１９年度～平成２２年度
政策分野の分類

（①～⑪）

住民への公表の
方法（ホームページ
アドレス等）

総事業費
（単位：千円）

（うちH20事業費）

145,130

(89,130)

4,395

(1,525)

247,521

(42,575)

397,046

(133,230)

事業概要

　南関町産業振興等奨励金交付に関する条例に該当する新規進出企業及び立
地済み企業の増設に対し、１社１回限りの奨励金を交付し、新規立地、増設を推進
する。（該当企業数：Ｈ１９年度１社、Ｈ２０年度１社、Ｈ２１年度３社）
①産業振興奨励金 ②用地取得奨励金 ③設備投資奨励金 ④雇用促進奨励金

総　　　計

その他特記事項

①町道鬼王～大
場線（仮称：臼間
山開発道路）道
路改良工事

②インターネット接
続回線サービスに
伴う専用回線中継
ビル装置使用契約

③産業振興等奨
励事業

　臼間山周辺地域開発のための進入道路となる町道の改良工事を施行し、新規企
業の誘致を推進し、雇用の拡大、税収の増加を図る。
施工延長　Ｌ＝９００ｍ　幅員　Ｗ＝７．０ｍ　工事期間　Ｈ１９～Ｈ２０年度
供用開始　Ｈ２１年３月

　Ｂフレッツ回線未提供エリアへ対応するため、町とＮＴＴによりインターネット接続
回線サービスに伴う専用回線中継ビル装置使用契約を締結し、町内企業への
サービス提供を可能とし、産業の振興を図る。

南　関　町

プロジェクトの
目的、概要及び
具体的な成果目
標

（目的、概要）
企業誘致は、地域経済の活性化及び地域住民の雇用を拡大するために必要不可欠であり、町

政の最重要課題の一つとしている。
これまでに２０社以上の誘致企業（適用工場等の指定）が立地されているが、今後も積極的な企

業誘致に取り組むために、企業適地への進入道路整備や町内全域に対応できる光通信網整備
などのインフラ整備を実施する。

また、工場等設置奨励条例による固定資産税の課税免除等はもちろんだが、産業振興等奨励
金交付に関する条例等の優遇制度により、企業の進出、増設を支援・推進する。

（具体的な成果目標）
①誘致企業数の増　　２３社（Ｈ１８年度末）　⇒　２８社（Ｈ２２年度末）
②既存企業の増設数　　４年間で５社
③誘致企業の従業員数（増設分含む）　２，１００人（Ｈ１９．４．１）　⇒　２，５００人（Ｈ２３．４．１）
④製造品出荷額の増　　３３７億円（Ｈ１７．１２月工業統計調査）　⇒　５００億円（Ｈ２３．１２月）

企業立地促進プロジェクト

④企業立地促進プロジェクト

http://www.town.nankan.kumamoto.jp/base/pub/detail.asp?c_id=55&id=19&type=top

プロジェクトを構成する具体の事業・施策

名称

①Ｈ１９～２０年度分事業を計上　　②Ｈ１９～２１年度分事業を計上　　③Ｈ１９～２０年度事業分及びＨ２１年度計画
分を計上



様式１

頑張る地方応援プログラム

都道府県名 熊　本　県 市町村名

プロジェクト名
新規・継続の

区分
継続

プロジェクトの
期間

平成１９年度～平成２１年度
政策分野の分類

（①～⑪）

住民への公表の
方法（ホームページ
アドレス等）

総事業費
（単位：千円）

（うちH20事業費）

7,281

(2,469)

47,814

(15,981)

55,095

(18,450)

南　関　町

少子化対策プロジェクト

プロジェクトの
目的、概要及び
具体的な成果目
標

（目的、概要）
社会情勢の変化による核家族化や共働き世帯の増加等により、子供たちを生み育てる環境が

厳しくなっている今日、安心して子供を生み育てる環境づくりを進めるため子育てによる保護者の
悩みや経済的負担を解消することに努め、少子化に歯止めをかける。

（具体的な成果目標）
　出生数　平成１８年度　７１人　⇒　平成２１年度　８０人

③少子化対策プロジェクト

http://www.town.nankan.kumamoto.jp/base/pub/detail.asp?c_id=55&id=19&type=top

プロジェクトを構成する具体の事業・施策

名称 事業概要

子育て支援セン
ター事業

　子育て家庭等に対する育児不安等についての相談指導や子育てサークル等へ
の支援を実施し、地域の子育て家庭に対する育児支援を行う。

乳幼児医療費助
成事業

　乳幼児の医療費について、熊本県の補助対象（４歳に達した月まで）とは別に、
町単独助成事業として就学前まで延長して助成を行うことにより、保護者の経済的
負担の軽減に努めるとともに、安心して子育てができる環境づくりを行う。

総　　　計

その他特記事項


